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３次勧告
残り分

１次勧告

地域主権改革の主要課題の具体化に向けた工程表
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随時開催

戦略大綱に沿った以下の取組等の推進

義務付け・枠付けの見直し
と条例制定権の拡大

基礎自治体への権限移譲

国の出先機関の原則廃止
（抜本的な改革）

補助金等の一括交付金化

※ 地方税財源の充実確保、直轄事業負担金の廃止、地方政府基本法の制定（地方自治法の抜本見直し）、自治体間連携・道州制、緑の分権改革の推進の各課題
についても、地域主権戦略大綱に沿って取組を推進

国と地方の協議の場
の法制化

法制化実務検討
Ｇでの検討

初
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合
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基本的考え方の検討

基本的考え方の検討
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（H23.1.25 第11回地域主権戦略会議後）

１２月 ３月

事務・権限をブロック単位で移譲するため
の広域的実施体制の枠組み作りの検討

２３年度から、投資補助金（都道府県分）の一括交付金化を実施（２４年度から市町村分を実施）
関
連
法
案

準備期間を経て、２６年度中に移譲

地
方
分
権
改
革

推
進
計
画

３次勧告中
地方要望分
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具
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１次勧告、２次勧告の具体化を検討

一
括
法
案

（
第
２
次
）

アクション・プランに基づき、順次、事務・権限の地方への移譲を推進

推
進
体
制

整
備

【法制化】

随時開催

【法制化】

２４年度以降、経常補助金の一括交付金化を実施


